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成果 81 165 243 343 40%

- - 449 734地域づくり組織等が主体となって、道路等の維持管
理に携わっている個所数【延べ値】　（個所）

目標 - -

53.8 0%

0%

○施策指標（目標）及び達成状況

66.571.0

成果 71.5

2011
(H23)

地域づくり組織・区・自治会などの地域づくり活動
に参加したことのある市民の割合　（％）

64.9成果

-

施策指標（目標）の内容　（単位）
現状値
（H20

- -

○目標達成に向けた課題

74.0 76.0
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2012
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2010
(H22)

目標 -

施策評価管理シート 　　

１．施策の基本方針

・
地域の特性を生かした個性あるまちづくりに向け、地域による地域ビジョンの策定を促進するとともに、施策に
反映できる仕組みづくりを行います。

地域づくりと市民活動の促進

地域づくり

連絡先　（担当室名）

地域部

部長名担当部局名

奥村　和子
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策
体
系 施　　策

2

1

基本施策

互いに認めあい支えあう、健康で安心できる暮らし

63-7484（地域経営室）　

○重点目標

２．目標

・自主的、主体的な地域づくりに向けて、地域づくり組織へのゆめづくり地域交付金等の財政支援、地域ビジョン推
進に向けた支援や人材育成支援を行います。

・地域課題の解決策として、地域資源や人材を活用したコミュニティビジネスの取組みを支援します。

・基礎的コミュニティの活動拠点となる集会施設等の整備を促進します。

・ 都市内分権を積極的に推進するとともに、地域づくりに対する支援制度の充実や人材育成などを進めます。

・多くの市民が住民自治の担い手として、地域づくり活動に参画してもらうため、人材の確保、育成を目的としたま
ちづくりに関する必要なスキルを学ぶ場の設置を検討していく必要があります。
・地域づくりにおいて、事業を行う場合、その事業が安定的かつ継続的に行われることが必要であるが、行政が行う
財政的な支援には限界があり、経営の安定、継続性を担保するためにコミュニティビジネスは不可欠である。今後
は、地域住民のニーズを把握し、どのような事業がコミュニティビジネスとして可能であるかを検討し、導入を促進
していく必要があります。

隣近所や地域の人との交流があると感じている市民
の割合　（％）

目標 - - -

進捗率

- 75.0 77.0

71.9 72.1 70.5

地域づくり協議会実践交流会に参加して、住民主体
のまちづくりの必要性を認識できた参加者の割合
（％）

目標 - - - - 80.0 82.0

成果 76.6 90.5 -

・地域づくり代表者会議を活用し、各地域づくり組織の取組に関する情報交換を行いました。
・地域ビジョンを実現していくため、地域づくり代表者等と協議を進め、ゆめづくり協働事業提案制度を構築しまし
た。
・すずらん台のライフサポート事業や、百合が丘のコミュニティバス、国津のこんにゃく、味噌づくりなど各地域に
おいてコミュニティビジネスの取組を進めました。
・コミュ二ティビジネスを創出していくための市の支援の一環として、関心がある地域づくり組織とコミュニティビ
ジネス座談会を実施し、モデル事業としてホームページ等で情報発信しました。

○地域等との連携、協働に向けた取組

３．取組内容

○課題解決への取組内容

まちづくりに関する必要なスキルを学べる場として、（仮称）なばり地域大学の設置に向けて、地域づくり代表者と
協議を行いました。
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（合計 事業)

ゆめづくり地域交付金事業　※

合計（単位：千円）　　　　　　　　　　　　　

0 0

77,278

3007 自治振興施設補助金（集会所） 地域経営室 20,542 14,250

事務
事業
ｼｰﾄ
番号

2011
(H23)

事務事
業シー
トでの
今後の
方向

2010
(H22)

1014

Ｂ

3006 84,073

４．施策達成のための事務事業及び評価 6

コミュニティ助成事業補助金 地域経営室3005

1011 まちづくり情報発信支援事業 地域政策室

自治振興費 地域経営室

113,437

113,437

施策
達成
への
重要度

施策
達成
への
貢献度

事業費
(単位：千円)

11,800 継続(拡大）

小計（うち、一般会計分）　　　　　　　　　　 144,562

144,562

事業名・担当室名
（事業名の※印は、市長の重点施策事業を示しています）

29,600

評価理由及びその他（意見）

７．総合評価

Ｂ　施策達成に向けた取組や今後の施策展開が適切に行われている

評価

６．今後の施策の方向性、改善方法

 ・各地域における地域づくりの取組みは、住民が自己決定と自己責任のもと参画・協働することを基本に、熱心に
進められており、全１５地域で地域ビジョンが策定され、住民自治が次のステージを迎えています。
　今後は、より多くの市民が住民自治の担い手として、地域づくり活動に参画してもらうため、人材確保や育成を主
な目的とした場の設置を検討していきます。また、地域づくりの経営の安定や継続性を担保するためにコミュニティ
ビジネスの必要性が高まっていることから、国や県などの助成金等の情報を団体等に提供することや、市としてもコ
ミュニティビジネス起業時の補助金等の支援策を検討していきます。

　平成２４年３月に１５地域づくり組織から提出された地域ビジョンの発表会が開催されました。各地域から自分た
ちの住んでいる地域のおけるまちづくりの将来像が熱く語られ、まちづくり対する熱意や意気込みが感じ取れまし
た。
　一方、市の組織機構の改革の一環として、企画財政部から独立して、地域部が設置され地域ビジョンの推進に当た
る専属の担当監３名を配置し、その推進に向けて取り組んでいます。
　また、人材育成やコミュニティビジネスについても、地域づくり組織と協議しながら取り組んでいます。

５．部局による施策評価

評価

計画どおり事業推進

成果・評価理由

小計（うち、特別会計・企業会計・組合会計分）

5,166

継続(拡大） Ｂ Ｂ

地域経営室 継続(拡大） Ａ

H23完了 Ｃ

Ａ

Ｃ

Ｂ

1012 市民活動保険事業 地域経営室 3,609

5,696

Ｃ1,042 1,290 継続(現行） Ｃ

3,653
継続(事務改
善） Ａ Ａ

Ｃｈｅｃｋ

Ａｃｔｉｏｎ

Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ


